
PHR（Personal Health Record）サービス
の利活用に向けた国の検討経緯について

別紙３



PHRの全体像
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保健医療情報 個人による閲覧（PHR) 情報の利活用

医療従事者等

個人及びその家族等

自治体
中間サーバ

検討中

サービス提供

健康増進
サービス提供
事業者

自治体、
民間PHR事業者

など

A

B

閲覧

ダウン
ロード

オンライン
資格確認等
システム

検討中

情報の種別 情報発生源

・予防接種歴
・乳幼児健診
・妊婦健診
・がん検診・
・骨粗しょう症検診
・歯周疾患検診、
・肝炎ウイルス検診

・特定健診
・薬剤情報
・手術情報等

「
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
」
等
の
仕
組
み

ウェアラブルデバイス
など

医師、歯科医師、薬剤師、保健師、
管理栄養士などの医療従事者等

医療従事者等と相談しながら、
自身の健康増進等に活用

個人の
同意

個人の同意API連携

情報の外部保存・管理や
個人のニーズに応じた表示・活用

・事業主健診

・学校健診

・保険者

・事業主

・市町村

・学校

・検査結果（一部）
・その他電子カルテ内の情報 等 ・医療機関

安全・安心に民間PHRサービス等を
活用できるルールの整備
（事業者が遵守すべき情報の

管理・利活用に係る基準など）

閲覧

ダウンロード

第４回健康・医療・介護情報利活用検討会、
第３回医療等情報利活用ＷＧ及び第２回健診等情報利活用ＷＧ

（令和２年１０月２１日）資料６を一部改変



PHRの目指すべき姿
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 今後、保健医療分野では、予防・健康増進の重要性が高まるとともに、個別化されたより効果的な介入等への期
待が高まっている。

 そのためには、保健医療情報の適切かつ効果的に活用できる環境を整備することが必要。具体的には、
① 国民・患者が自らの保健医療情報を適切に管理・取得できるインフラの整備
② 保健医療情報を適切かつ効果的に活用できる環境の整備
③ 質の高い保健医療を実現するための保健医療情報の活用（研究開発等の推進）
を目指し、取組を進めていくことが必要。

国民・患者が自らの保健
医療情報を適切に管理・
取得できるインフラの整備

STEP
①

質の高い保健医療を実
現するための保健医療情
報の活用（研究開発等
の推進）

STEP
③

保健医療情報を適切かつ
効果的に活用できる環境
の整備

STEP
②

•保健医療情報をデジタルデータとして、マ
イナポータルから取得可能とするインフラな
ど、最低限の活用環境の整備。

•安全・安心に民間PHRサービス等を活用
できるルールの整備。

•マイナポータルとのAPI連携など、円滑
に情報活用できるインフラの整備。

•データ活用をベースとした新たな保健指
導や受診の在り方の整理。

•効果的な保健医療サービスの提供の基
盤となる評価や研究開発の推進。

•そのための、DBの構築やデータ利用（二
次利用）の在り方の整理。

国民・患者が主体と
なった保健医療情
報の活用の実現

国民・患者のニーズ
に沿って個別化され
た効果的な保健医
療サービスの提供

保健医療の発展

国民本位の
Society5.0
に対応した
新たな健康づくり
の実現

将来的課題

２年間で
集中的に
検討・整備

第４回健康・医療・介護情報利活用検討会、
第３回医療等情報利活用ＷＧ及び第２回健診等情報利活用ＷＧ

（令和２年１０月２１日）資料６を一部改変



PHRの更なる利活用について(民間PHR事業者との連携等）

 国民が効果的に保健医療情報を活用できる環境を整備するためには、公的に最低限の利用環境を整備するとと
もに、民間PHR事業者の活力を用いることが必要不可欠。
 個人が取得した保健医療情報を自身で適切に管理できるようにする。
⇒ 相互運用性、情報流出・二次利用対策など

 個人のニーズに応じて、保健医療情報を安全・安心かつ効果的に利活用できるようにする。
⇒ 民間サービスとの連携、医療機関等への提示など

 将来的に、保健医療の発展（サービスの質の向上）に向けて、適切に研究開発等へ活用できるようにする。

 国民が安心して民間PHRサービスを活用するには、
事業者が遵守すべき情報の管理・利活用に係る基
準（情報セキュリティ、利用目的、同意取得、相互
運用性など）を整理することが必要。

安全・安心に民間PHRサービス等を活用できるルールの整備

（課題）
 （マイナポータルAPI連携に求める基準の整理を含む）適切なルールの整備。
 （マイナポータルAPI連携に係るものを含む）ルールの要件を満たしていることを証明するための仕組み。
 サービスの技術革新のスピードに対応できる見直しの体制。

実現に向けて以下の整備が必要

 個人が、データファイルをダウンロードして、事業者に
データファイルを提供する等の手間等をなくすために、
API連携が必要。

マイナポータルとのAPI連携
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第４回健康・医療・介護情報利活用検討会、
第３回医療等情報利活用ＷＧ及び第２回健診等情報利活用ＷＧ

（令和２年１０月２１日）資料６を抜粋



構成員 所属
石見 拓 京都大学 環境安全保健機構 健康科学センター 教授
宇佐美 伸治 公益社団法人 日本歯科医師会 常務理事
瓜生 和久 独立行政法人 情報処理推進機構 セキュリティセンター長
落合 孝文 渥美坂井法律事務所・外国法共同事業 弁護士

鹿妻 洋之
一般社団法人 保健医療福祉情報システム工業会 保健福祉システム部会
健康支援システム委員会 委員長

北岡 有喜 独立行政法人 国立病院機構京都医療センター 医療情報部 部長
北村 亮太 健康長寿産業連合会
長島 公之 公益社団法人 日本医師会 常任理事
中山 健夫 京都大学大学院 医学研究科 社会健康医学系専攻 健康情報学分野 教授
光城 元博 一般社団法人 電子情報技術産業協会 ヘルスケアＩＴ研究会 副主査
宮田 裕章 慶應義塾大学 医学部医療政策・管理学教室 教授
諸岡 歩 公益社団法人 日本栄養士会 理事

（主査）山本 隆一 一般財団法人 医療情報システム開発センター 理事長
渡邊 大記 公益社団法人 日本薬剤師会 常務理事

オブザーバー
内閣府 番号制度担当室
内閣官房 情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室
内閣官房 健康・医療戦略室
文部科学省 初等中等教育局 健康教育・食育課

事務局
総務省 情報流通行政局 情報流通振興課
情報流通高度化推進室
経済産業省 商務情報政策局 商務・サービスグループ
ヘルスケア産業課
厚生労働省 健康局 健康課

※ 五十音順、敬称略

健康・医療・介護情報利活用検討会 健診等情報利活用ＷＧ
民間利活用作業班 構成員
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健診等情報利活用WG
（厚生労働省）

民間利活用作業班
（総務省・経済産業省・
厚生労働省）

2020年9月 10月 11月 12月 2020年1月 2月 3月

４ ５

特定健診
マイナポのAPI
連携基準の公
表・運用開始

検討

10月21日
開催

10月29日
開催

・検討の進め方
・論点整理
・利用者アンケート方針

・民間ＰＨＲ事業者に
よる健診等情報の取扱
いに関する基本的指針
（骨子案）とりまとめ

12月2日
開催

・民間ＰＨＲ事業者に
よる健診等情報の取扱
いに関する基本的指針
（骨子）とりまとめ

12月９日
開催

・民間ＰＨＲ事業者による
健診等情報の取扱いに関す
る基本的指針（案）検討
・利用者アンケート結果

・その他民間PHR
サービスの在り方の
検討

これまでのPHR民間利活用作業班での検討経緯

６ 7

4月

2月3日
開催

・民間PHR事業者に
よる健診等情報の取
扱いに関する基本的
指針とりまとめ
・民間利活用作業
班報告書（基本的
指針の運用及び今
後の見直しに際して
留意すべき事項）の
検討・とりまとめ 等
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パブリックコメント
（２月19日～

3月12日）

・民間ＰＨＲ事業者による
健診等情報の取扱いに関
する基本的指針とりまとめの
報告
・民間利活用作業班報告
書とりまとめの報告

民間PHR事業者
による健診等情報
の取扱いに関する
基本的指針の公表



民間PHR事業者による健診等情報の取扱いに関する基本的指針（案）のポイント

●民間ＰＨＲ事業者による健診等情報の取扱いに関する要件（制度上の要求事項に上乗せする主な事項）

・健診等情報を取り扱うサービスを提供する民間PHR事業者が法規制に加えて、適正なPHRの利活用を促進するために遵守する
ことが必要と考えられる事項を含めて提示基本的考え

健診等情報の保存・管
理、相互運用性の確保

・健診等情報について、民間PHR事業者から利用者へのエクスポート機能及び利用
者から民間PHR事業者へのインポート機能について備えるべき 等

・対象情報：個人が自らの健康管理に利用可能な要配慮個人情報を「健診等情報」と定義
（健診等情報の具体例として、予防接種歴、乳幼児健診、特定健診、薬剤情報等）
・対象事業者：健診等情報を取り扱うPHRサービスを提供する民間事業者

指針の対象

情報セキュリティ対策
・リスクマネジメントシステムを構築する上で第三者認証（ISMS又はプライバシーマーク
等）を取得することに努める。ただし、マイナポータルAPI経由で健診等情報を入手
する事業者においては、第三者認証を取得すべき 等

個人情報の適切な
取扱い

・プライバシーポリシーやサービス利用規約を分かりやすく作成し、ホームページに掲載す
るなどを義務化
・利用目的に第三者提供を含む場合は、利用目的、提供される個人情報の内容や
提供先等を特定し、分かりやすく通知した上での同意の徹底
・本人同意があった場合でも、本人の不利益が生じないように配慮
・同意撤回が容易に行える環境の整備
・健診等情報の利用が必要なくなった場合又は本人の求めがあった場合、健診等情報
を消去又は本人の権利利益を保護するため必要な代替措置を行う 等

その他（要件遵守の
担保方法など）

●指針の位置づけ

○本指針は、国民・患者本人が取得した健診等情報を、自身のニーズから民間PHR（Personal Health Record）サービスを用いて、
予防・健康づくりに活用すること等を想定して、PHRサービスを行う民間PHR事業者における当該情報の取り扱いについて整理した。
○健診等情報の機微性等を鑑み、個人情報保護法等に定められた対応に加え、丁寧な同意、情報セキュリティ対策、申出に応じた消去、
自己点検と結果の公表等の必要な対応を民間PHR事業者に求めるものである。
○これにより、業界の健全な発展や、個人による安全・安心なPHRサービスの利活用の促進を目指す。

本指針の要件に係るチェックシート（案）

・対象事業者は、自己チェックシートに沿って本指針の各要件を満たしてい
るかどうかを確認し、点検後のチェックシートを自社のホームページ等で公表すべき 等 ※一部抜粋。要件毎にチェック項目を記載 6



（参考）これまでのPHR政策に関する政府全体での検討経緯

健康・医療・介護情報
利活用検討会
座長：森田朗
副座長：永井良三

情報担当参事官室

健診等情報利活用WG
（旧PHR検討会）
主査：永井良三
主査代理：山本隆一

健康課

基本方針検討作業班

健康課

健(検)診関連の作業班

健康課
労働衛生課
文部科学省

民間利活用作業班

健康課
総務省
経済産業省

医療等情報利活用WG
主査：森田朗
主査代理：金子郁容

医政（＋各局）

2019/７ 10 7

主査：山本隆一

ＰＨＲの推進に関する
留意事項として整理す
べき課題の整理

班長：
宮田裕章

副班長：
岡村智教

２１

骨
太
方
針
・
成
長
戦
略
の
閣
議
決
定

経
済
財
政
諮
問
会
議
で
の
大
臣
プ
レ
ゼ
ン

（
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
集
中
改
革
プ
ラ
ン
）

３ ５ ６４

2020/1 4 10 2021/1 74

自治体検診
主査：岡村智教

事業主健診
主査：山本隆一

学校健診
主査：弓倉整

1 ２ ３ ４ ５

１ 2 1 ２ ３

骨
太
方
針
・
成
長
戦
略
等
へ
の
反
映

合同
開催

合同
開催

合同
開催

合同
開催

更
に
検
討
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（参考）データヘルス集中改革プラン等の工程の具体化（案）
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第６回健康・医療・介護情報利活用検討会、
第５回医療等情報利活用ＷＧ及び第３回健診等情報利活用ＷＧ

（令和２年１２月９日）資料３を抜粋

ACTION１：全国で医療情報を確認できる仕組みの拡大

ACTION２：電子処方箋の仕組みの構築

ACTION３：自身の保健医療情報を活用できる仕組みの拡大

患者や全国の医療機関等で医療情報を確認できる仕組みについて、対象となる情報（薬剤情報に加えて、手術・移植や透析等の情報）を拡
大し、令和４年夏を目途に運用開始

重複投薬の回避にも資する電子処方箋の仕組みについて、オンライン資格確認等システムを基盤とする運用に関する要件整理及び関係者間
の調整を実施した上で、整理結果に基づく必要な法制上の対応とともに、医療機関等のシステム改修を行い令和４年夏を目途に運用開始

ＰＣやスマートフォン等を通じて国民・患者が自身の保健医療情報を閲覧・活用できる仕組みについて、健診・検診データの標準化に速や
かに取り組むとともに、対象となる健診等を拡大するため、令和３年に必要な法制上の対応を行い、令和４年度早期から順次拡大し、運用

令和２年度
2020年度

令和３年度
2021年度

令和４年度
2022年度

7月 4月 10月 4月 10月

主要イベント

医療等情報を
全国の医療機関等
で確認できる

仕組み

情報の拡充

電子処方箋

▼オンライン資格確認開始 ▼診療報酬改定

集中改革期間

関係者との調整
(費用負担・運営主体)

必要な法制上の対応
（2021年常会）

システム構築等

システム構築等

システム改修等調査・検証・要件整理・調達準備等

要件整理（調査研究） 医療機関・薬局のシステム改修

システム開発,運用テスト等調達作業

①特定健診情報（2021年3月～）

②レセプト記載の薬剤情報
（2021年10月～）

③手術・移植
④透析
⑤医療機関名等

電子処方箋
（2022年夏～）



（参考）データヘルス集中改革プラン等の工程の具体化（案）
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第６回健康・医療・介護情報利活用検討会、
第５回医療等情報利活用ＷＧ及び第３回健診等情報利活用ＷＧ

（令和２年１２月９日）資料３を抜粋

令和２年度
2020年度

令和３年度
2021年度

令和４年度
2022年度

7月 4月 10月 4月 10月

健康情報をいつでも
確認できる仕組み

学校健康
診断情報

健康診断の記録様式を策定 実証実験 システム改修

民間PHR事業者が遵守すべき情報の管理・利活用に
係るルールの整理（ガイドラインの策定） 第三者認

証制度等
を活用し
た適正な
民間PHR
サービス
の提供

ガイドラインを踏まえ、マイナポータルと民間PHR事業者のAPI連携開始

安全・安心な民間PHRサービスの利活用の促進に向けて、第三者認証制度等、民
間PHR事業者において同ルールが遵守される仕組みを官民連携して構築

自治体と保険者の健診等情報を共有す
る仕組みについて検討・工程化

策定した工程に基づき必要な措
置を実施

事業主健診情報（2021年3月～）
※１ 40歳以上の労働者の健診情報は保険者を経由して特定健診情報として提供開始
※２ 40歳未満の労働者の健診情報も保険者を経由して順次提供開始（必要な法制上の対応を予定）安衛法に基づく指針の改定（※１）

データ標準化、システム
要件、現場業務の整理

システム改修等

がん検診、肝炎ウイルス検診
骨粗鬆症検診、
歯周疾患検診情報

上記情報について、本人同意の下で、国民のスマホ等でも閲覧
（マイナポータル等）できるよう検討

乳幼児健診情報(2020年6月～)

健診
等情
報の
共有
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